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けて説明している(表 l参照)。それは、 r60年代半ばから 70年代半ばまでの昭和40年代(第一期)J、
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n寺j朝 年代 管理の制度 制度のねらい 企業のおかれる背景
区分
第l則 1960年代半ば~ .1識能資格給 -賃金コストの削減 高度経済成長
1970年代半ば . I酷能資格のグレード化 -労働努力の誘因
(昭和 40年代) -人事考課(査定)
-小集団活動の展開
第2期 1970年代半ば~ -目標管理制度の導入 「人減らしj、「少数精 オイルショックと経





第3期 1992年以降、 -目標管理制度の徹底 リストラ・早期退職制 円高、労働者構成の
現在 -フレキシビティの要求の増大 度、終身雇用者の限定 高齢化と高学歴化、





































. CDP(:l)体系において入社3年、 7年、 12年のそれぞれにおいてコース転換を含めたキャリア開発を











































































































































































































































































































































-大野あけみ (2000)r東京都の人事考課制度の趣旨・ねらいJ[J教職研修~ 7月号(特集 学校の
自己点検・評価の推進)68-71頁
• J井野充行(1992)r地方教育行政の組織及び運営に関する法律 第 44条(職階制)J永井憲一編『教
育関係法~ (別冊法学セミナ-No.115 基本法コンメンタール)、日本評論社、 227-229頁
-木!珂一明(1995)r従来の教育経営評価の理論・政策と課題J[J日本教育経営学会紀要』第 37号、
2-10頁






ー・パブリック・マネジネント)の視点から-J [J日本教育経営学会紀要J第 43号、 92-104頁
・ダニエル・ゴールマン (1996) [J EQ"'--' こころの知能指数~ (訳 土屋京子)講談社
'lm 穣司 (1986)r専門職教員と学校経営J市)1昭午編『教師=専門職論の再検討 教師教育の再
検討 1~教育館発研究所、 183-215 頁
-西村美香(2002)r公務員制度の改革j 松下桂一、西尾 勝、新藤宗幸編『制度~ (岩波講座 自治
体の構想、2)、岩波書広、 163-184頁





























た健全な競争を可能にする社会システムJ を構想する(同書、 2~3 頁)0 EQやコンビテンシー
はそのための測定および評価の技術である。


















f学校経営研究』第 27巻 2002 
る評価の場を、現場としての「学校組織Jと「教員Jに眼定する。
m簡単にいえば、教師が良い点を評価されるという場合、同時に学校も良い点を評価される、とい
うことである。その逆も同様である。
(日)今津は、教師発達を捉える中で、学校組織文化からこれを切り離すことができないと指摘する。
そして、「学校組織文化はその学校に勤務する教師の実践を通して形成され、修正され変革されな
がら継承されていくものであるjとし、「学校組織文化は、学校の実践史と教師の個人史とが出会
う場であるJとしている(今津 1996:296)。この「学校の実践史Jと「教師の個人史」という視
点は、本稿で示しているところの「学校が評価されるシステム」と「教員が評価されるシステムj
を、単位学校における史的な「プロセス(過程)Jとしてとらえているものといえる ο
{日)東京都「主任制度に関する検討委員会j の最終報告では、 IIi学校教育法』でその他必要な職員
を撞くことができると規定されていることj と、 IIi地方教育行政の組織及び運営に関する法律』
に定める組織編制権に基づき」、「学校運営組織に、監督権限をもった職(以下「主幹j という。)
を新たに設置し、教諭をもって充てることとする」とされている(最終報告書、 9頁)。しかし、
前者、すなわち学校教育法で規定されている「その他必要な職員j とは、同法第 50条第2項、や同
法第 51条の8、第2項に示されるものだが、 f高等学校には、前項のほか、養護教諭、養護助教
諭、実習助手、技術職員その他必要な職員を罷くことができるJ(同法第 50条第2項)の条文か
らは、むしろ補助専門的な職員を必要に応じ置くことができるという意味合いが強いと思われる。
また後者をもって「主幹J設置の根拠とするなら、これは管轄する自治体が全学校一律に設置す
るものであり、学校に必要に応じておくことができる主任(学校教育法学校教育法施行規則第 22
条の6)とは設置の観点が異なる。「主幹」制度が、監督権限の付与や、俸給表との連動性を持た
せることが主眼であるとしても、「主幹jのように設置者がイニシアティヴをもって一律に設置す
る「役割Jと、個々の学校(校長)がイニシアティヴをもって置く何らかの「役割」とが混在す
る、あるいは兼務する、などの問題について、報告書はもっと言及するべきではなかったか。
(11Jj 筆者が調査中の小学校でも、その学校が複数の研究指定を受けるなかで、それぞれ核となる教
員グループ(研究推進委員会)をまとめあげる「役割Jをもった教員(1研究主任」と呼ばれてい
る)がいるが、彼は管理職でもなければ、主任制度上の主任でもない。
(11)今津 (1996:140)は、「やわらかい学校」の「柔軟性jとして「学校経営の柔軟性Jを指摘する。
①学校の内と外の開放性を志向するために、「校長や教頭の 1)ー ダーシッフ」と「教師集団の協働J
そして f学校外諸機関との連携j が作用する学校経営の工夫、②生徒や保護者の意見が生かされ
る学校経営、③「地域生活の変化を含む社会一教育変動や教育問題の発生に対しては、学校組織
自体を防衛するような対処を敢らjず、「規則主義」に頼らず、「あくまで変化や問題解決に対応
しうる教師の『適応的創造Jを生み出すような学校経営j としての工夫、を指摘している。
(IZ) しかし、「組織」の「プロセス(過程)Jがそれほどはっきりと描かれていないことについても、
うなずける理由がないわけではない。それは、ニュー・パブリック・マネジメント的な手法(注
3を参照)を今後、自治体が取り入れていくのであれば、「結果志向Jを重視するからである。
(1:0 本稿のように、公務員の人事管理における「能力主義Jの導入をめぐって「責任を問うj こと
ができるようにするという場合は、労使関係における集毘的な関係と個別的な関係のそれぞれの
仕組みを再編するということでもある。また集毘・偲月IJそれぞれにおいて紛争が出た場合、今後、
仲介的な第三者機関の重要性が増すことが考えられるが、仮に従来の人事委員会や公平委員会が
これを担うとしても中立性・専門性の面で脆弱である(西村 2002: 176-178)。
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